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ＨＦＣ冷媒の約７０％は、冷凍・空調用途で使用されている
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ヒートポンプ＇冷凍空調機器（の基盤技術である冷媒

日本のヒートポンプ技術の適用状況と使用冷媒

ＨＦＣ冷媒は日本のヒートポンプ技術を支える基幹冷媒である
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冷媒漏洩による温暖化影響懸念の高まり
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これからの冷媒の使用に関する基本的な考え方

冷媒による温暖化影響抑制に向けた取り組み方針

ヒートポンプの普及を進める上で、冷媒管理社会システムの構築と低ＧＷＰ注

型冷媒媒ヒートポンプの早期実用化は重要な課題である。注：Global Warming Potential（地
球温暖化係数）

②低ＧＷＰ冷媒ヒートポンプの開発

１）自然冷媒仕様ヒートポンプの開発

２）低ＧＷＰ冷媒仕様ヒートポンプの早期実用化

◇ＣＯ2、水、アンモニア等の自然冷媒を活用したヒートポンプの効率向上と適用拡大。

◇低ＧＷＰ型基幹冷媒の開発、これを活用した混合冷媒の開発と低ＧＷＰ冷媒仕様ヒー
トポンプの早期実用化。

①冷媒管理社会システムの構築

冷媒管理サイクルの確立

◇ヒートポンプ技術先進国である我が国は、冷媒管理においても世界最先端を目指す必
要がある。
◇ヒートポンプの製造サイド（メーカー）とサービスサイド（設置、改修、撤去）での
管理対策を検証し、関係業界全体のルールを確立する。
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Ｈ
Ｆ
Ｃ
冷
媒

特定フロンＣＦＣ全廃 指定フロンＨＣＦＣ全廃

１９９６年 ２０３０年２０００年 ２０２０年２０１０年

◆冷凍冷蔵庫、冷凍・冷蔵ショーケース
◆ＨＰ空調機＇エアコン、ビルマルチ、チラー、ターボ冷凍機（
◆ＨＰ給湯機＇業務用フロン給湯機（

◆エコキュート
◇CO2空調機

◇水冷媒空調機

自
然
冷
媒

◆アンモニア
冷凍機

◆家庭用
ＨＣ冷蔵庫

凡例：◆実用化済み　◇今後の開発

●現行のＨＦＣ冷媒の継続使用を前提とした対策が必要。
●自然冷媒仕様ヒートポンプは引き続き開発を進めていく。
●低ＧＷＰ型冷媒ヒートポンプの実用化は今後の課題である。

業界全体としての
冷媒管理サイクルの確立

冷凍・冷蔵から空調・給湯まで
幅広く利用されているＨＦＣ冷媒は
高効率ヒートポンプの基幹冷媒として
当面は不可欠である

R11,R12,R113,R133,R502等 R22,R123,R124,R141b等

R32,R125,R134a,R152a,R407C,R410A等代替フロンＨＦＣ

低
Ｇ
Ｗ
Ｐ
型

冷
媒

◇ＨＦＯ　1234yfの検証

◇ＨＦＯ　1234zeの検証

◇低ＧＷＰ型冷媒開発
※ＧＷＰ：Global Warming Potential
　　　　　　＇地球温暖化係数（

ヒートポンプによる冷媒の使用状況と今後の展望
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複雑な冷媒の流れ・現状

◆冷媒の流通は、冷媒製造・利用・廃棄各サイドの三層構造であり、多様な用途先と業

界関係者により取り扱われている

◆「売り切り体質」「作業者技能が不十分」「法整備が不十分」など、各サイドの問題点に

対する対策を実施し、冷媒の一元管理実現にむけた仕組みづくりが必要

【冷媒メーカー】 【冷媒卸事業者】 【機器メーカー】 【工事事業者】 【ユーザー】 【整備事業者】 【廃棄・回収事業者】 【フロン破壊事業者】
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整備または移設 機器廃棄

フロン破壊

廃
棄

サービス充填用

現場設置　初期封入

移充填

回
収

【再利用】

回
収

【冷媒回収事業者】１３３カ所
破壊再利用

全国８０カ所

冷媒生産供給サイド 冷媒利用機器製造サイド 冷媒需要サイド

【再生事業者】全国５カ所

充
填

○売り切り体質

(冷媒の行方関知せず)

○冷媒漏洩対策が不十分

＇業界団体各々の個別対

策の効果は限定的（

○法整備が不十分

＇漏洩対策範囲が限定的であり、法的効力が弱い（

○作業者技能が不十分

＇無資格者による施工も横行（
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冷媒管理の現状・問題点

冷媒生産・供給サイド

冷媒利用機器製造サイド

冷媒需要サイド

冷媒の取り扱いは三層構造である
問題は、一元管理が行われていないこと

●冷凍設備業者

●整備業者・廃棄業者

●ユーザー

フロン回収・破壊法による規制

工業会による製造に
関する自主行動規制

●冷凍機器メーカー

●冷媒メーカー

冷媒製造者としての
トレーサビリティは不十分
冷媒の生産から廃棄まで
の追跡が成されていない

冷媒回収率は低迷＇30%程度（

効果は限定的
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今後目指すべき冷媒管理のあり方

冷媒メーカー

機器メーカー 設備サービス会社

★冷媒マネージメントセンターの創設
＇一元管理の実現（

①冷媒管理社会システムの構築
法制整備の検討
経済システムの検討

②冷媒トレーサビリティの確立
ＩＣタグ管理システムの構築・運営

③管理技術の向上・教育
排出抑制技術の向上、技能講習
検査、資格制度の創設

活動の３本柱

国際標準化を視野に入れた世界に先駆ける冷媒管理手法の確立

冷媒マネージメント社会システムの構築
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責任あるフロン冷媒使用の実現に向けた新たな取り組み

今後の冷媒管理のあり方を有識者と業界関係者により徹底的に議論する場。

◆冷媒マネージメント協議会の発足＇２０１０年４月（

各専門委員会にて、「法制・経済」、「冷媒トレーサビリティシステム」、「資格認定
制度」などについて業界横断的な視点で検討を行う。

本年秋までに業界としての「冷媒管理対策ロードマップ」を策定する。

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成 管理体制の確立 本格運用の開始

★協議会　設立 ★冷媒マネージメントセンター　設立

ステアリング委員会

・ＪＦＭＡ　 日本フルオロカーボン協会
・ＪＲＡＩＡ　 社団法人日本冷凍空調工業会
・ＪＡＲＡＣ　社団法人日本冷凍空調設備工業連合会
・ＪＩＣＯＰ 　一般社団法人オゾン層・気候保護産業協議会
・ＩＮＦＲＥＰ 一般社団法人フロン回収推進産業協議会
・ＪＳＲＡＥ　社団法人日本冷凍空調学会

①法制・経済検討委員会

②冷媒管理システム検討委員会

③使用時ガイドライン検討委員会

④フロンリーク対策点検資格制度委員会

⑤冷媒配管工事施工技術検討委員会
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冷媒管理対策ロードマップ策定における主要検討事項

【対策１】冷媒トレーサビリティーシステムの構築

【対策２】機器使用時冷媒排出抑制に向けた業界横断的対策の推進

【対策３】冷媒取扱者の技能向上＇冷媒配管施工技術の標準化（

【対策４】法制強化、経済システムの確立

○市場への冷媒供給量、使用時充填量、廃棄回収時の回収量、再利用量を把握できるシステム構築

○対策箇所の明確化による冷媒排出抑制の実現。マスバランス推計精度の向上と記録管理の合理化

○冷媒漏洩防止ガイドラインの策定＇日冷工＆日設連 協働（

○点検・資格制度の創設＇日冷工＆日設連 協働（

○冷媒配管施工技術の標準化を図り、点検・資格制度における作業者技能向上

○「施行時、運転管理時＇点検（、整備時、改修時」へ適用範囲を拡張した法規制＇案（の検討

※ユーザー責任の明確化＇有資格者への発注義務化（

※有資格者の法的認証＇無資格者による取り扱いの禁止（

※機器の管理登録、定期点検、補充量履歴記録等の義務化

○冷媒管理強化に伴う増分コストの算出および費用負担モデルの検討

※トレーサビリティシステム運営費用、有資格者認証費用、定期点検費用等
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法制化を前提とした「実証モデル事業」の実施について

Ａ県

一元管理システム

ＩＣタグ＇機器用（ リーダーライター

ＩＣタグ＇ボンベ用（

機器登録管理の実践

定期点検の実践

漏洩防止ガイドラインの実践 ＩＴ技術を活用した作業記録

◆定量的な効果検証

※広域地域における各種冷媒排出抑制策の実践

※冷媒充填・回収記録、ＩＴシステムによる実態・効果の見える化
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日米合同による冷媒管理強化の取り組み

ＪＳＲＡＥ ＡＳＨＲＡＥ

日本冷凍空調学会＇ＪＳＲＡＥ（は、冷媒管理強化は世界の共通課題と捉え、2009

年11月よりＡＳＨＲＡＥ＇アメリカ暖房冷凍空調学会（に対し冷媒管理の必要性と対

策に向けた日米共同の取り組みを提案。

2010年5月21日

冷媒管理強化に向けた日米共同の取り組みに関する

ＭＯＵ＇覚書（を締結

【世界規模での冷媒排出抑制の実現に向け】

ヒートポンプ先進国である日本として、世界に先駆ける冷媒管理手法の確立

し、世界標準化を実現する。

日米共同による管理手法を確立し、中国を中心としたアジア諸国への啓発を

行い、最終的にはＥＵ諸国への水平展開を目指す。
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まとめ

◆有効な代替物質がない現状を踏まえ、ＨＦＣ等の現行冷媒の管理強化手
法を早急に確立する必要がある。

◆冷媒管理強化に向けた対策の方向性は次の４点

◆本年秋までに、業界団体による対策ロードマップを策定
→中環審・産構審における今後の対策に取り入れて頂きたい

※特に、法制化を前提とした「実証モデル事業」の早期実施が必要
→業界関係団体による共同実施に対する国の支援を要望いたします

①冷媒トレーサビリティーシステムの構築

②機器使用時冷媒排出抑制に向けた業界横断的対策の推進

③冷媒取扱者の技能向上＇冷媒配管施工技術の標準化（

④法制強化、経済システムの確立


